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研究要旨

日本では，高齢化が急速に進むとともに在宅医療のニーズも高まっている。一方で，平成

27 年度の国民医療費は 41.5 兆円へと上り，入院医療から在宅医療への移行が求められてい

る。本研究の目的は，在宅医療と入院医療の医療費の差を明らかにすることである。

使用データは，東京都後期高齢者医療広域連合から提供を受けた平成 25 年 9 月～平成 26
年 8 月のレセプトデータであり，経管栄養を実施している患者を対象とした。在宅医療の対

象は入院外にて経管栄養を実施した場合に発生する診療報酬項目が算定されている患者と

し，入院医療の対象は入院にて経管栄養を実施した場合に発生する診療報酬項目が算定され

ている患者とした。いずれにおいても，「手術」に該当する診療報酬の算定がある月は対象よ

り除外した。医療費の算出方法は，在宅医療費は入院外にて経管栄養を実施した月の入院外・

調剤医療費とし，入院医療費は入院にて経管栄養を実施した月の入院医療費とした。医療費

の比較は，パネルデータ解析により実施し，対象患者全体の比較に加え，疾患別（肺炎，脳血

管疾患後遺症，認知症）の医療費を固定効果モデルによって推定した。

解析対象患者数は 8,022 人であり解析対象延べ月数は 37,790 人月であった。そのうち，在

宅医療のみ実施が 20,709 人月（54.8％），入院医療のみ実施が 13,934 人月（36.9％）であった。

対象者の属性は，男性が 3,382 人（42.2％），女性が 4,640 人（57.8％）であり，平均年齢は全

体 84.1 歳，男性 82.3 歳，女性 85.5 歳であった。固定効果モデルによる推定の結果，在宅医療

費は入院医療費よりも有意に低く，その差は全体（疾患分類なし）で 481,276 円（Ｐ＜0.001），
肺炎 475,773 円（Ｐ＜0.001），脳血管疾患後遺症 455,523 円（Ｐ＜0.001），認知症 462,213 円

（Ｐ＜0.001）であった。 
後期高齢者の経管栄養実施患者を対象にしたパネルデータ分析の結果，在宅医療費は入院

医療費より月あたり 46 万～48 万円下回っていた。なお，在宅医療費に介護費用として平成

25 年度介護給付費実態調査報告における要介護 5 の介護サービス受給者 1 人当り費用額

（287,500 円／月）を加味しても在宅医療費の方が下回っていた。本研究は、在宅医療にかか

る平均的費用は，入院医療費の平均値を下回る可能性が高いことを示唆するものである。

Ａ．研究目的

厚生労働省は団塊の世代が 75 歳以上とな

る 2025 年を目途に地域包括ケアシステムの

構築を推進しており，在宅医療のニーズがま

すます高まっている。2014 年患者調査によ

ると，在宅医療を受けた推計外来患者数は

2005 年まではほぼ横ばい（2005 年 64.8 千人）

であったが，2008 年からは増加している
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（2014 年 156.4 千人）1)。したがって，日本

では，入院医療から在宅医療へのスムーズな

移行が政策的課題となっている． 
これまでの在宅医療と入院医療を比較す

る研究として、死亡場所における生存期間の

違いおよび質の違いに関するものが報告さ

れている。Hamano らは，がん疾患のある患

者において，在宅で死亡した場合の生存期間

は病院で死亡した場合と比較して同等ある

いはそれ以上であることを報告している 2)。

Miyashita らは，がん疾患で死亡した患者の

遺族に対する調査研究において，病院よりも

在宅にて緩和ケアを受けた方が死の質を向

上させる可能性が高いことを報告している

3)。これらの研究により，臨床的側面におけ

る在宅医療の意義が示唆されている。一方で

経済的側面における医療費に関しても，Kato
らにより，がん疾患で死亡した患者において

在宅医療にかかる費用が入院医療にかかる

費用を下回ることが報告されている 4)が，特

定の施設に限定された研究となっており，日

本国内における在宅医療と入院医療の費用

比較に関する研究は十分に実施されていな

い現状がある。 
そこで，本研究はレセプトデータを使用し，

がん疾患の有無や対象期間中の死亡の有無

に対象を限定せずに，在宅医療および入院医

療にかかる平均的な費用の差額を明らかに

することを目的として実施した。なお，本研

究においては，在宅医療および入院医療を受

ける患者の状態を可能な限り調整すること

を目的として，在宅・入院医療ともに経管栄

養を実施している患者のみを対象とした。 
 
Ｂ．研究方法 
１．対象者 
 本研究は東京都後期高齢者医療広域連合

より，平成 25 年 9 月～平成 26 年 8 月のレセ

プトデータの提供を受けて実施した。 
 本研究における解析対象者は，入院および

入院外において経管栄養を実施した場合に

該当する診療報酬項目が算定されている患

者である。具体的には，在宅医療の対象患者

の定義は，①「C105 在宅成分栄養経管栄養

法指導管理料」が算定されている患者，②

「C109 在宅寝たきり患者指導管理料」かつ

「C300_005 在宅寝たきり患者処置用栄養用

ディスポーザブルカテーテル」が算定されて

おり、外来にて栄養剤が処方されている患者，

③「J043-4 経管栄養カテーテル交換法」、

「K664 胃瘻造設術」、「C300_005 在宅寝たき

り患者処置用栄養用ディスポーザブルカテ

ーテル」あるいは「J120 鼻腔栄養」が算定さ

れて以降「K665 胃瘻閉鎖術」あるいは

「K665_2 胃瘻抜去術」が算定されるまでの

間に，外来にて栄養剤が処方されている患者，

④「K665 胃瘻閉鎖術」あるいは「K665_2 胃

瘻抜去術」が算定された以前で、外来にて栄

養剤が処方されている患者である。入院医療

の対象患者の定義は，①「J120 鼻腔栄養」が

算定されている患者，②「J043-4 経管栄養カ

テーテル交換法」あるいは「K664 胃瘻造設

術」が算定されて以降「K665 胃瘻閉鎖術」

あるいは「K665_2 胃瘻抜去術」が算定され

るまでの間に，入院にて「入院時食事療養」，

「入院時生活療養」が算定されている，ある

いは栄養剤が処方されている患者である。 
 
２．医療費の算出 

入院医療費は，入院にて経管栄養を実施し

た月の入院医療費，在宅医療費は入院外にて

経管栄養を実施した月の入院外医療費およ

び調剤医療費として診療月ごとに算出した。

ただし，手術月は急性期の治療が含まれ在宅

医療との比較対象とするには不適切である

ため，入院・在宅医療費ともに「Ｋ．手術（手
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術・輸血）」に該当する診療報酬項目が算定

されている診療月は医療費の解析対象月よ

り除外した。 
 なお，医療費をドル換算するために，2016
年の購買力平価に基づいて 1 ドル＝100.3 円

に換算した． 
 
３．疾患分類別比較 

本研究では，対象患者の在宅および入院に

おける状態の調整を目的として，対象患者全

体の比較に加え，在宅医療かつ入院医療にお

いて経管栄養実施患者に考えられる疾患と

して，「肺炎」「脳血管疾患後遺症」「認知症」

といった 3 疾患別の比較を実施した。これら

3 疾患を採用した理由は，「肺炎」は在宅経管

栄養実施患者において入院の契機となる可

能性が高いと考えられる疾患であり，「脳血

管疾患後遺症」および「認知症」は経管栄養

実施の必要性の契機となる可能性が高い疾

患と考えられるからである。各疾患の解析対

象については，ICD10 分類に基づいて抽出し

た。肺炎については「J69.0 食物及び吐物に

よる肺臓炎」「J12～J18（ウイルス・細菌感染

による）肺炎」，脳血管疾患後遺症について

は「I69 脳血管疾患の続発・後遺症」，認知症

については「F00 アルツハイマー病の認知症

（G300,301,308,309 を含む）」「F01 血管性認

知症」「F02 他に分類されるその他疾患の認

知症（B220,E756,G10,G20,G310,G318 を含む）」

「F03 詳細不明の認知症」に該当する疾患名

がレセプト上に発生している診療月を対象

とした。 
 
４．施設区分別入院医療費 
 入院医療費に関しては，入院施設区分によ

り入院基本料が異なることが考えられるこ

とから，入院医療費のみ発生している診療月

かつ入院施設が 1 施設のみ発生している診

療月を対象に施設別入院医療費の算出を行

った。入院施設区分の分類は，①７対１病棟

（一般病棟、特定機能病院一般病棟、専門病

院を含む），②10 対１病棟（一般病棟、特定

機能病院一般病棟、専門病院を含む），③13
対 1 病棟（一般病棟、専門病院を含む），④

15 対 1 病棟（一般病棟を含む），⑤療養病棟

3（医療区分３の場合を含む），⑥療養病棟 2
（医療区分２の場合を含む），⑦療養病棟 1
（医療区分１の場合を含む），⑧結核病棟（結

核病棟、特定機能病院結核病棟を含む／看護

配置による区分なし），⑨精神病棟（精神病

棟、特定機能病院精神病棟を含む／看護配置

による区分なし），⑩障害者施設等（看護配

置による区分なし），⑪有床診療所（有床診

療所、有床診療所療養病床を含む）とした。

療養病棟に関しては，入院基本料１・２区分

および ADL 区分による分類は行わず，医療

区分のみを用いて分類を行った。 
 
５．統計解析 
 本研究では，研究対象者における診療月の

タイプとして，「在宅医療のみ発生している

診療月」，「入院医療のみ発生している診療

月」，「在宅医療かつ入院医療が発生している

診療月」の３つに分類して解析を行った。ま

た，併存疾患数に関しては Elixhauser 
Comorbidity Index を用いて算出した 5)。 

（１）平均医療費の単純比較 
 単純比較においては「在宅医療のみ発生し

ている診療月」および「入院医療のみ発生し

ている診療月」の 2 つのタイプを対象に実施

した。解析方法は，対象月の「在宅医療費」

および「入院医療費」の平均値および標準偏

差，50パーセンタイル値を算出し比較した。 
 また，入院医療費に関して，手術実施月の

みの除外だけでは急性期にあたる入院医療

の除外が不十分であることも踏まえ，施設区
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分別入院医療費を算出して在宅医療費との

単純比較を行った。 
（２）パネルデータ解析 

本研究では，個体差によるバイアスの除外

を考慮するため，説明変数を年齢および併存

疾患数，被説明変数を医療費（入院医療のみ

発生している診療月のタイプを対象）とし，

パネルデータ解析を行った。なお，Hausman
検定の結果，P＜0.001 より本研究では固定効

果モデルを採用した。固定効果モデルを用い

ることにより，個体差によるバイアスの除外

が可能となったと考える。 
（３）介護保険関連費用を考慮した場合の比

較 
 在宅医療においては，医療費の他に介護費

用を要する。そこで，本研究における介護に

かかる費用として，厚生労働省の介護給付費

実態調査報告における統計表「介護サービス

受給者１人当たり費用額，月・年齢階級・サ

ービス種類・要介護状態区分別」より，本研

究対象期間と同期間の平成 25 年 9 月から平

成 26 年 8 月までの統計データを元に月平均

介護費用を算出した 6)7)。なお，要介護状態

は，費用が最も高いと考えられる「要介護５」

のデータを用いることとした。介護費用の算

出方法は，要介護状態が「要介護 5」に該当

する「75 歳以上」のデータを元に，対象期間

中の各月の介護サービス受給者１人当たり

費用額（総数，居宅サービス，地域密着型サ

ービス，施設サービス別）の平均値を算出し

て１人当たり月平均介護費用額とし，パネル

データ分析の推定結果および，施設別入院医

療費と在宅医療費の平均との差額を用いて

比較した。 
本研究の統計解析には Stata v14.2 を用い

た。 
 
Ｃ．研究結果 

１．解析対象 
解析対象患者数は 8,020 人，解析対象延べ

月数は 37,784 人月であり，在宅医療のみ発

生している診療月の割合が 54.8％，入院医療

のみ発生している診療月の割合が 36.9％，在

宅医療かつ入院医療が発生している診療月

の割合が 8.3％であった。 
対象者の属性は，男性 42.2％，女性 57.8％

であり，平均年齢は全体 84.0 歳，男性 81.9
歳，女性 85.3 歳であった。併存疾患数は，在

宅医療のみ発生している診療月における平

均は 3.6 疾患／人，入院医療のみ発生してい

る診療月における平均は 4.4 疾患／人，在宅

医療かつ入院医療が発生している診療月に

おける平均は 4.6 疾患／人であった。 
 
２．平均医療費の単純比較 
 在宅医療費および入院医療費の差額は，対

象患者全体 513,497 円，肺炎 494,508 円，脳

血管疾患後遺症 462,200 円，認知症 464,749
円であり，いずれも在宅医療費が入院医療費

を下回っていた。 
 また，在宅医療費と在宅医療を行っている

患者の状態と同様と考えられる施設区分の

入院医療費の差額は，13 対１病棟が 456,269
円，15 対１病棟が 399,642 円，療養病棟(医
療区分３)が 464,194 円，療養病棟(医療区分

２)が 375,270 円，療養病棟(医療区分１)が
233,461 円，精神病棟が 313,841 円，有床診

療所が 302,827 円であった。 
 
３．固定効果モデルによるパネルデータ解析 
 在宅医療費および入院医療費における差

額の固定効果モデルによる推定結果は，対象

患者全体 458,803 円（P＜0.001），肺炎 439,445
円（P＜0.001），脳血管疾患後遺症 440,505 円

（P＜0.001），認知症 451,300 円（P＜0.001）
であり，いずれも在宅医療費が入院医療費を
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下回っていた。 
 
４．介護保険関連費用を考慮した場合の比較 
 厚生労働省の介護給付費実態調査報告に

おけるデータを用いて算出した「１人当たり

月平均介護費用額（サービス種類別）」は，

総数 293,542 円，居宅サービス 217,578 円，

地域密着型サービス 265,300 円，施設サービ

ス 319,435 円であった。これらの１人当たり

月平均介護費用額は，いずれのサービスの場

合においても，パネルデータ解析による在宅

医療費および入院医療費における差額の推

定結果(全体の場合 458,803 円)を下回ってい

た。 
 また，1 人当たり月平均介護費用額を施設

区分別入院医療費における在宅医療費の平

均値の差額と比較すると，療養病棟３，精神

病棟および有床診療所以外の施設区分では，

いずれのサービスの場合においても，1 人当

たり月平均介護費用額が在宅および入院医

療費の差額を下回っていた。 
 
Ｄ．考察 

本研究は後期高齢者のレセプトデータを

用いて，入院医療と在宅医療の費用差につい

て検証した．固定効果モデルによる解析結果

より，対象患者全体および疾患別（肺炎，脳

血管疾患後遺症，認知症）に分類した場合の

いずれの比較においても，在宅医療費は入院

医療費を有意に下回り，その差額は約 43～
46 万円と疾患別にともなう大差はみられな

かった。また，施設区分別入院医療費の平均

を用いた在宅医療費との単純比較において，

いずれの施設区分においても在宅医療費が

入院医療費を下回っていた。 
本研究の推定結果には，後期高齢者が多く

利用する介護保険費用が含まれていない．そ

こで，在宅医療群において要介護 5 における

介護保険費用の全国平均を加味した結果，総

数では約 17 万円，施設サービスでは約 14 万

円，在宅群の方が低かった。また，施設区分

別入院医療費と在宅医療費の平均値との差

額を，1 人当たり月平均介護費用額（総数お

よび施設サービス）と比較した。その結果，

1 人当たり月平均介護費用額（総数）との差

額は，13 対 1 病棟は約 17 万円，15 対 1 病棟

は約 11 万円，療養病棟(医療区分３)は約 17
万円，療養病棟(医療区分２)は約 9 万円，在

宅にかかる費用の方が入院医療費よりも低

かった。1 人当たり月平均介護費用額（施設

サービス）との差額は，13 対 1 病棟は約 14
万円，15 対 1 病棟は約 8 万円，療養病棟(医
療区分３)は約 14 万円，療養病棟(医療区分

２)は約 6 万円，在宅にかかる費用の方が入

院医療費よりも低かった。しかし，療養病棟

(医療区分１)，精神病棟および有床診療所に

おける在宅にかかる費用は入院医療費と同

等あるいは入院医療費を上回っていた。これ

らより，介護費用を考慮した在宅にかかる費

用で比較した場合においても，療養病棟(医
療区分１)、精神病棟および有床診療所以外

の施設区分においては，介護にかかる平均的

費用は入院医療費を下回るといえる。なお，

経管栄養に用いられる栄養剤を費用面で考

えると，医薬品（経腸栄養剤）および食品（濃

厚流動食）に分類される。入院医療費におい

ては，医薬品は薬価請求，栄養剤は給食費請

求となり，いずれも診療報酬上に反映されて

いる。しかし，在宅医療費においては，医薬

品は薬価請求となり診療報酬に反映される

一方で，栄養剤は自費となるため診療報酬上

に反映されない。そのため，本研究において

は，在宅医療の対象者の条件として栄養剤

（医薬品）の診療報酬項目が算定されている

患者のみを対象とすることで，栄養剤の側面

で在宅医療費が入院医療費に比べ過小評価
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とならないように配慮した。 
これまで，在宅と入院といった医療を受け

る場所の違いによる医療費の比較に関する

研究はほとんど報告がされていない。日本に

おける報告として，Kato らは，終末期のがん

疾患患者を対象に在宅で緩和ケアを受けた

場合と入院で緩和ケアを受けた場合にかか

る医療費を比較している。結果として，在宅

における医療費（介護保険制度の最大月額を

用いた介護費用も含む）は入院における医療

費と比較して患者 1 人当たり約 7500 ドル低

く，場所による治療期間にも有意差がないこ

とが明らかとなっている 4)。これは本研究と

は対象および方法が異なるため，結果を比較

検証するには問題はあるが，介護関連費用を

含めた上でも，在宅医療にかかる費用が入院

医療費を下回る可能性は示唆できると考え

る。さらに，Kinjo らは，死亡前 30 日以内の

医療費について，短期間（10 日以内）の場合

には在宅医療費が入院医療費よりも高く，長

期間（30 日以上）の場合には在宅医療費が入

院医療費よりも低いことを報告している 9)。

他にも，南アフリカや米国におけるホスピス

に関して在宅における医療費が入院におけ

る医療費を下回るとする報告がある 10-12)。ま

た，米国においては，Cryer らにより「Hospital 
at Home」とよばれるプログラムが提供され

ており，このプログラムを用いることにより，

臨床転帰も入院と同等以上で満足度も高く，

費用を 19％の医療費が削減できることが報

告されている 13-15)。これらのプログラムの目

的は，早期退院だけでなく再入院の予防も含

まれている。入院から在宅への移行に関して

は，病態および本人家族の意向、家庭環境な

どといった様々な側面から判断していく必

要があるが，社会的入院など入院の必要性が

低い状態をどのようにアセスメントした上

で判断し，再入院の予防といった視点も含め

て代替サービスへスムーズに移行できる仕

組みの確立が求められていると考える。 
 本研究には，3 つの限界点がある。第 1 に，

対象者が経管栄養実施患者に限定されてい

る点である。そのため，在宅実施患者全体を

網羅した結果として一般化できない可能性

がある。ただし，対象となる年齢に関しては，

厚生労働省による平成 26 年患者調査の結果

より 1)，在宅医療を受けた推計外来患者数の

うち 75 歳以上が約 77.7％を占めていること

より，年齢による対象者の制限に関してはそ

れほど大きくないものと考えられる。第２に，

入院医療と在宅医療とで同様の状態にある

対象者を比較するための調整に限界がある

点である。本研究ではレセプトデータを用い

て研究を実施していることから，対象者の詳

細な病期・病態・重症度および家族構成等と

いった患者背景の把握が難しく，特に在宅医

療に関しては療養日数等を含め，実際の在宅

医療実施状況が反映できていない可能性が

ある。第３に，在宅医療に関わる介護費用と

しては，厚生労働省の介護給付費実態調査報

告における統計表「介護サービス受給者１人

当たり費用額，月・年齢階級・サービス種類・

要介護状態区分別」をもとに算出して平均値

を使用していることから，対象者における

個々の実態を反映できていないといた点で

ある。しかし，１点目の限界点に関しては，

入院医療の方が費用がかかることは当然と

される中，可能な限り在宅医療および入院医

療の比較対象者の状態を合わせて医療費を

比較することを目的として対象者を経管栄

養実施患者に限定し，さらに「肺炎」「脳血

管疾患後遺症」「認知症」といった３つの疾

患分類ごとに医療費の比較を実施，また入院

医療費を施設別に算出することで調整を行

った。 
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Ｅ．結論 
 本研究は，経管栄養実施患者を対象に介護

保険制度における介護関連費用を考慮した

場合においても，在宅にかかる費用が入院医

療費を下回る可能性があることを示唆する

ものである。  
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